
品 名：90009_553310_002_03_DC 日本連続増配成長株オープン_704378.docx 

日 時：2018/1/31 12:43:00 

ページ：1 

 

 

 

 

第２期 

運 用 報 告 書 (全 体 版 ) 

 

ＤＣ⽇本連続増配成⻑株
オープン 

確定拠出年⾦専用 

 

【2017年12月15日決算】 

 

受益者の皆様へ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

皆様の「ＤＣ日本連続増配成長株オープン」は、2017

年12月15日に第２期決算を迎えましたので、期中の運

用状況ならびに決算のご報告を申し上げます。 

今後とも、一層のご愛顧を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2016年９月30日から、原則として無期限です。 

運 用 方 針 

日本連続増配成長株マザーファンド（以下、

「マザーファンド」といいます。）の受益証券

への投資を通じて、日本の連続増配銘柄（一

定期間にわたり１株当たりの普通配当金が

毎期増加している企業の株式をいいます。）

に投資を行います。 

主 要 投 資 

対 象 

当ファンド 
マザーファンドの受益証券

を主要投資対象とします。 

日 本 連 続 

増 配 成 長 株 

マザーファンド 

日本の金融商品取引所上場株

式を主要投資対象とします。 

投 資 制 限 

当ファンド 

マザーファンドの受益証券

への投資割合には、制限を

設けません。 

株式への実質投資割合には

制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

日 本 連 続 

増 配 成 長 株 

マザーファンド 

株式への投資割合には制限

を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

分 配 方 針 

毎年12月15日（休業日の場合は翌営業日）に

決算を行い、原則として、以下の方針に基づ

き、収益分配を行います。 

分配対象収益の範囲は、繰越分を含めた経

費控除後の配当等収益と売買益（評価益を

含みます。）等の全額とします。繰越分を含

めた経費控除後の配当等収益には、マザー

ファンドの配当等収益のうち、投資信託財

産に帰属すべき配当等収益を含むものとし

ます。 

分配金額は、委託会社が分配可能額、基準価

額水準等を勘案して決定します。分配金は

決算日の基準価額で再投資します。分配可

能額が少額の場合や基準価額水準によって

は、収益分配を行わないことがあります。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

（参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 

2016年９月30日 10,000 － － 1,343.25 － － － 1 

１期(2016年12月15日) 10,677 0 6.8 1,542.72 14.8 93.5 － 1 

２期(2017年12月15日) 13,100 0 22.7 1,793.47 16.3 93.6 － 2 
 

（注） 基準価額および分配金（税引前）は１万口当たり、基準価額の騰落率は分配金（税引前）込み。 

（注） 設定日の基準価額および純資産総額は当初設定元本。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は当ファンドの参考指数であり、ベンチマークではありません。設定日の東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は

設定日前営業日の終値です。 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、株式組入比率および株式先物比率は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 

2016年12月15日 10,677 － 1,542.72 － 93.5 － 

12月末 10,711 0.3 1,518.61 △ 1.6 93.5 － 

2017年１月末 10,704 0.3 1,521.67 △ 1.4 93.5 － 

２月末 10,756 0.7 1,535.32 △ 0.5 93.1 － 

３月末 10,793 1.1 1,512.60 △ 2.0 93.2 － 

４月末 10,995 3.0 1,531.80 △ 0.7 93.6 － 

５月末 11,526 8.0 1,568.37 1.7 92.7 － 

６月末 11,637 9.0 1,611.90 4.5 92.8 － 

７月末 11,594 8.6 1,618.61 4.9 93.1 － 

８月末 11,753 10.1 1,617.41 4.8 93.3 － 

９月末 12,073 13.1 1,674.75 8.6 92.3 － 

10月末 12,450 16.6 1,765.96 14.5 92.5 － 

11月末 12,902 20.8 1,792.08 16.2 93.4 － 

(期  末)       

2017年12月15日 13,100 22.7 1,793.47 16.3 93.6 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

  

  

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 参考指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、期首（2016年12月15日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
当ファンドの主要投資対象である「日本連続増配成長株マザーファンド（以下、マザーファンドといいます。）」に

おける主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。 

 

（主なプラス要因） 

・業種配分では、情報・通信業、卸売業、化学などが基準価額にプラスに寄与しました。 

・個別銘柄では、スズキ、ロート製薬、伊藤忠テクノソリューションズなどが基準価額にプラスに寄与しました。 

 

（主なマイナス要因） 

・業種配分では、銀行業、不動産業が基準価額にマイナスに寄与しました。 

・個別銘柄では、カカクコム、三井住友トラスト・ホールディングス、富士通ゼネラルなどが基準価額にマイナスに

寄与しました。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

  
国内株式市場は、期首から2017年３月にかけては、米トランプ政権による政策が期待された一方、米国の利上げ

ペースが鈍化するとの観測から円高ドル安が進んだことなどで一進一退の展開となりました。４月半ばにかけては、

米トランプ政権による政策実現性に対する不透明感や、北朝鮮情勢の悪化などを受けて下落しました。その後は、フ

ランス大統領選挙の結果を受けて欧州の政治情勢への懸念が後退したことや、日本の企業業績に対する安心感が広

がったことなどから反発しました。期末にかけては、衆議院選挙で与党が勝利しアベノミクスの再加速への期待が

高まったことなどから上昇基調で推移しました。 

 

  
当ファンドの運用はマザーファンドを通じて行いました。マザーファンドの運用につきましては、連続増配期間

の長さ、時価総額、信用リスク、流動性等を考慮してユニバースを構築し、その中から、成長性や連続増配の持続可

能性等を勘案しポートフォリオを構築しました。当期は世界的な景気拡大への期待を背景に外需関連業種が相対的

に堅調に推移すると考え、竹内製作所やテルモなど海外での需要増加の恩恵を受けると思われる銘柄を新規に買い

付けました。一方、連続増配が途切れた三井住友トラスト・ホールディングスやいすゞ自動車などを売却しました。 

 

  
当ファンドは特定のベンチマークを設けておりません

が、基準価額の騰落率は、参考指数としている東証株価指

数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率を6.4％上回りました。詳細に

つきましては前掲の「基準価額の主な変動要因」をご参照く

ださい。 

 

 

 

  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 

（注） 参考指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

  
当ファンドは毎年12月15日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益

と売買益（評価益を含みます。）等の全額を分配対象収益とします。分配金額は、分配可能額、基準価額水準等を勘

案して決定します。 

当期の分配につきましては、信託財産の成長に重点を置き、見送りとさせていただきました。なお、収益分配に充

てなかった留保益につきましては、運用の基本方針と同一の運用を行ってまいります。 

 

 （単位：円、１万口当たり・税引前） 

項 目 
第２期 

2016年12月16日～ 
2017年12月15日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 3,099  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  
国内株式市場は、緩やかに上昇する展開を予想します。世界的な景気拡大や、日本企業の業績拡大への期待など

が株価を押し上げる材料になると考えます。また、米国の大型減税への期待も相場の支援材料になると思われます。

ただ、北朝鮮情勢など不安材料も残っていることから、短期的に株価が調整する可能性もあると考えます。 

当ファンドの運用は、マザーファンドを通じて行ってまいります。マザーファンドの運用につきましては、連続

増配期間の長さ、時価総額、信用リスク、流動性等を考慮してユニバースを構築し、その中から、成長性や連続増配

の持続可能性等を勘案しポートフォリオを構築します。個別銘柄につきましては、外需関連の銘柄の一部は株価上

昇により割高感があると考えます。適宜、利益確定売りを進め、成長性に比べ投資指標に割安感があると考えられる

銘柄の組入比率を高める方針です。また、決算などで配当金の据え置きや減額を発表した銘柄につきましては速や

かに売却する方針です。 

 
※文中の投資行動は、個別銘柄の売買等いかなる投資行動も推奨するものではありません。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

○１万口当たりの費用明細 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 140  1.220  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 68)  (0.594)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 68)  (0.594)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  4)  (0.032)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 30   0.260   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 30)  (0.260)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.004   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  0)  (0.000)  その他は、金銭信託支払手数料 

 合 計 170   1.484    

期中の平均基準価額は、11,491円です。  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応する

ものを含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

○売買及び取引の状況 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

○売買及び取引の状況とは、ファンドが購入・売却した有価証券の数量および金額です。 
 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
日本連続増配成長株マザーファンド 1,015 1,118 181 195 

 
（注） 単位未満は切捨て。 

 

○株式売買比率 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

 

項 目 
当 期 

日本連続増配成長株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 19,620,657千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 10,970,138千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.78   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

 

＜ＤＣ日本連続増配成長株オープン＞ 

該当事項はございません。 

 

＜日本連続増配成長株マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 4,094 1,439 35.1 15,525 7,104 45.8 

平均保有割合 0.0%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 3千円 
うち利害関係人への支払額（B） 1千円 

（B）／（A） 43.7％   
 

（注） 売買委託手数料総額は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは岡三証
券です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

期首残高 

（元本） 

当期設定 

元本 

当期解約 

元本 

期末残高 

（元本） 
取引の理由 

百万円 百万円 百万円 百万円  

1 － － 1 当初設定時における取得 
 

（注） 単位未満は切捨て。 

 

○組入資産の明細 (2017年12月15日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

日本連続増配成長株マザーファンド 1,046 1,881 2,357 
 

（注） 口数・評価額の単位未満は切捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2017年12月15日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

日本連続増配成長株マザーファンド 2,357 96.8 

コール・ローン等、その他 77 3.2 

投資信託財産総額 2,434 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 

 

 

親投資信託残高 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年12月15日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 2,434,630   

 コール・ローン等 77,070   

 日本連続増配成長株マザーファンド(評価額) 2,357,560   

(B) 負債 11,816   

 未払信託報酬 11,779   

 その他未払費用 37   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,422,814   

 元本 1,849,541   

 次期繰越損益金 573,273   

(D) 受益権総口数 1,849,541口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 13,100円 

 
（注） 計算期間末における１口当たりの純資産額は、1.3100円です。

（注） 当ファンドの期首元本額は1,000,000円、期中追加設定元本額

は1,007,962円、期中一部解約元本額は158,421円です。 
 

○損益の状況 (2016年12月16日～2017年12月15日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 372,955   

 売買益 384,246   

 売買損 △ 11,291   

(B) 信託報酬等 △ 18,732   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 354,223   

(D) 前期繰越損益金 58,793   

(E) 追加信託差損益金 160,257   

 (配当等相当額) (   66,512)  

 (売買損益相当額) (   93,745)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 573,273   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 573,273   

 追加信託差損益金 160,257   

 (配当等相当額) (   67,334)  

 (売買損益相当額) (   92,923)  

 分配準備積立金 413,016   
 

（注） 損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は、期末の評価換えに

よるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定した価額から元本を差し引いた差額分を

いいます。 

（注）収益分配金 

決算期 第２期 

(a) 配当等収益(費用控除後) 22,367円 

(b) 有価証券等損益額(費用控除後、繰越欠損金補填後) 331,856円 

(c) 信託約款に規定する収益調整金 160,257円 

(d) 信託約款に規定する分配準備積立金 58,793円 

 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 573,273円 

 分配対象収益(１万口当たり) 3,099円 

 分配金額 0円 

 分配金額(１万口当たり) 0円 
 

 

<お知らせ> 
該当事項はございません。 
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ＤＣ日本連続増配成長株オープン 

用語解説 
○資産、負債、元本及び基準価額の状況は、期末における資産、負債、元本及び基準価額の計算過程を表しています。
主な項目の説明は次の通りです。 

項 目 説 明 

資産 ファンドが保有する財産の合計です。 
コール・ローン等 金融機関向けの安全性の高い短期貸付運用などの残高です。 
各種有価証券等(評価額) 組入れた株式・債券・ファンドなどの評価金額です。 
未収入金 入金が予定されている有価証券の売却代金などです。 
未収配当金 入金が予定されている株式の配当金等です。 

未収利息 
入金が予定されているコール・ローン等の利息や債券の利息
の合計です。 

負債 支払いが予定されている金額の合計です。 
未払収益分配金 期末時点で支払いが予定されている収益分配金です。 
未払解約金 支払いが予定されている解約金です。 
未払信託報酬 支払いが予定されている信託報酬の額です。 
その他未払費用 支払いが予定されている監査費用、その他の費用です。 

純資産総額(資産－負債) 
ファンドが保有する財産の合計から支払いが予定されてい
る金額の合計を差し引いたものです。 

元本 ファンド全体の元本残高です。 

次期繰越損益金 
純資産総額と元本の差額(翌期に繰り越す損益金の合計額)
です。 

受益権総口数 受益者が保有する受益権口数の合計です。 
1(万)口当たり基準価額 1(万)口当たりのファンドの時価です。 

 

用語解説 
○損益の状況は、期中にファンドがどのような収益や損失を計上したかを表しています。主な項目の説明は次の通り
です。 

項 目 説 明 

配当等収益 ファンドが受取った配当金・利息等の合計です。 
受取配当金 保有する株式等の配当金等です。 
受取利息 債券、コール・ローン等の利息等です。 

有価証券売買損益 有価証券の売買損益と期末の評価損益の合計額です。 
売買益 売買益と期末評価益の合計です。 
売買損 売買損と期末評価損の合計です。 

信託報酬等 
信託報酬のほか保管費用、監査費用、その他の費用と、それ
らに掛かる消費税等相当額です。 

当期損益金 当期における収支合計です。 

前期繰越損益金 
前期分の分配準備積立金と繰越損益金の合計額から当期中
の解約に対する持分を控除した金額です。 

追加信託差損益金 受益者がファンドに払い込んだ金額と元本との差額です。 
(配当等相当額) 配当等に相当する額です。 
(売買損益相当額) 売買損益に相当する額です。 

計 収益分配前の期中の収支の総合計です。 
収益分配金 期中の分配可能額から受益者に支払われる分配金です。 
次期繰越損益金 翌期に繰り越す損益金の合計です。 
追加信託差損益金 翌期に繰り越す追加信託差損益金です。 
(配当等相当額) 配当等に相当する額です。 
(売買損益相当額) 売買損益に相当する額です。 
分配準備積立金 翌期に繰り越す分配準備積立金の額です。 
繰越損益金 翌期に繰り越す損益金の額です。 
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